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1 中期財政計画策定の目的 

 

 生産年齢人口の減少や景気の低迷による町税収入が落ち込む一方で、高齢化の進展等に

より社会保障関係費が増大しています。町財政の弾力性を示す経常収支比率が 85％を超え

る現在の厳しい財政状況の中で、継続的かつ安定的に住民ニーズに対応した行政サービス

の提供など、基礎的自治体としての責務を今後も遂行していくためには、健全な財政運営

と財政基盤の確立が不可欠となっています。 

そのためには、町財政の現状を正確に認識し、現状分析に基づき中期的な財政収支を見

通すことにより歳入と歳出の乖離を測定することで、健全な財政運営等を実現するために

必要となる歳出の削減や基金、町債の計画的な活用などの目標を定め、目標達成に向けた

不断の取組みが必要となります。 

財政の健全性を確保し、今後の財政運営や予算編成の目標・指針とするため中期財政計

画を策定します。 

 

2 計画期間等 

 

（1）計画期間 

計画期間は、平成 26 年度から平成 30 年度までの５か年とします。また、策定後の状況

の変化を反映するため「7 中期財政見通し」については毎年度修正を行い、最終年度の財

政指標目標値を設定するものとします。 

「4 財政規律（基準）」と「5 基金の考え方（残高目標額等）」については、基本的事項

であり、大きな状況の変化がない限り、計画期間中はそのまま引き継ぐものとします。 

 

（2）対象範囲 

基本的には一般会計を対象としますが、負債額など一部においては特別会計や一部事務

組合等も含めるものとします。 

 

（3）進捗管理・公表 

財政計画については予算編成において目標・指針とするだけでなく、その結果について

は、各年度、決算に基づき公表するなど進捗管理を行います。目標を達成できなかった場

合には、その原因もあわせて公表することで、計画の実行性を担保するものです。 



- 2 - 

 

3 錦江町の財政状況について 

（1）歳入の状況 

町の歳入の根幹である町税収入は、平成 24年度決算では、6億 3,268万 9千円、対前年

度比で 2,860万 8千円、4.3％の減となっています。町税の推移をみると、税源移譲のため

住民税率を 10％とするフラット化による影響で平成 19年度及び平成 20年度は増額となり

ましたが、その後は減少傾向にあり、平成 24年度は固定資産税の評価見直しなどにより減

少しています。 

 

地方交付税は、平成 18年度の交付額までは、三位一体の改革における地方交付税改革の

影響を受け減額となりましたが、その後は基準財政収入額の減少や地域雇用創出推進費な

どの新たな算出費目の創設により増額となっています。 

 

町債発行額は、平成 17年度を除くと 9億円以内で推移しています。このうちの概ね 2～

3億円は、臨時財政対策債です。 

 

このように、町税などの自主財源比率は平成 18年度の 20.7％から平成 24年度は 14.1％

へと激減し、財源の多くは地方交付税などの依存財源で賄っています。 
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（2）歳出の状況 

歳出では、義務的経費といわれる人件費、扶助費、公債費が平成 24 年度決算では 32 億

2,439万 9千円となり、平成 18年度と比較すると 7,771万 4千円、2.5％増加しています。 

増加の要因は、子ども手当、障害サービス費、高齢者福祉費などにより扶助費が 2億 8,096

万 5 千円、55.8％増加しています。なお、借入れた町債の元利償還金の合計額である公債

費は、平成 21年度をピークに減少しています。 

 

投資的経費は、その支出の効果が資本形成に向けられ、施設等がストックとして将来に

残るものに支出される経費をいいます。大規模事業の実施等により増減を繰り返して推移

していますが、平成 22年度からは 13億円以内で推移しています。 

 

物件費は、消費的な性質をもつ経費ですが、平成 19年度以降はほぼ同じような額で推移

しています。 

 

補助費等も、国県支出金の増減に連動して年度間で差異はありますが、ほぼ同程度で推

移しています。 
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4 財政規律（基準） 

 

規律ある財政運営を行うために守るべき財政規律（基準）として、次の２点を設定しま

す。 

 

（1）財政調整基金等繰入額の基準 

今後は、橋梁や公営住宅等の長寿命化のための補修工事などインフラの維持補修費が

増大することが予想されます。一方、歳入は地方交付税の合併算定替終了に伴い減額とな

り、財源不足が生じる可能性があります。 

 

不足する財源は、基金等の繰り入れによって賄うことになりますが、将来の不測の事

態に備えて一定の基金残高は確保しておかなければなりません。 

 

やむを得ない行政需要により財政調整基金等から不足財源を繰り入れる場合の限度額

は、1会計年度につき 3億円以内とするよう努めます。 

 

 

※基金残高には定額運用基金を除く 
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（2）町債発行額の基準 

後年度の公債負担の抑制を図るため、一般会計における町債の発行額に以下の基準を

設けます。 

 

【事業債発行額の基準】 

各年度における事業債の発行額は、当該年度の事業債元金償還額以内に努めます。事

業債としてのプライマリーバランスを保つことで、事業債残高の減少に努め、公債費負担

の軽減を図ります。 

 

【臨時財政対策債発行額の基準】 

臨時財政対策債の発行可能額は、普通交付税の算定過程において、各年度、自治体ご

とに決定します。そして、臨時財政対策債の償還金は全額、後年度の基準財政需要額に算

入されますが、算入方法は発行可能額を基準に理論値（国において決定）により算入され

るため、発行を抑制することができれば、その分、後年度負担が軽減されます。 

臨時財政対策債の発行可能額は、地方交付税となる国税 5税（所得税、法人税、酒税、

消費税、たばこ税）の状況等に影響を受けて増減します。財政見通しでは、平成 27 年度

からは臨時財政対策債が全額、地方交付税に組み入れられる前提で推計を行いましたが、

できるだけ発行しないよう努めることとします。 
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5 基金の考え方（残高目標額等） 

 

 各基金は条例により設置しています。それぞれの基金の役割を踏まえ、基金ごとの考え

方を、次のとおりとします。 

 

（1）財政調整基金 

 年度間の財源不足を調整する財政調整基金の平成 24 年度末残高は 13 億 2,262 万 2 千円

で、町民一人あたりでは約 14 万 7 千円となり、類似団体の平成 23 年度決算と比較すると

約 1 万 1 千円程度少ない状態です。今後、財源不足が予想されることから取り崩さなけれ

ばなりませんが、標準財政規模の 20％（平成 24 年度決算では 9 億 4,000 万円）を目標と

して管理するものとします。 

 

（2）減債基金 

町債の償還財源を確保し、将来にわたる町財政の健全な運営に資するための減債基金の

平成 24 年度末残高は 4 億 1,903 万 5 千円ですが、公債費のピークはすでに過ぎ、今後は

減少傾向が予測されることから、新たな積み立ては行わず、現状を維持するものとします。

（減債基金の運用益は減債基金に積み立てます。） 

 

（3）町有施設整備積立基金 

 大規模な町有施設の整備に係る資金に充てるための町有施設整備基金の平成 24年度末残

高は 3 億 3,782 万 5 千円です。公共施設の建て替え財源の多くを町債に頼ると、後年度の

公債負担の増大につながります。 

 なお、施設の老朽化により、今後は維持補修費の増大が予想されます。施設の修繕等に

も充てられるよう条例を改正し、毎年度、行政コスト計算書（普通会計）の減価償却費の

10％程度（平成 24年度決算では 1億 2,000万円）の残高を維持するよう努めます。 

 

（4）地域振興基金 

 町の均衡ある発展を図り、地域の振興を推進するための事業に充てるための地域振興基

金の平成 24年度末残高は 11億 2,160万 1千円です。平成 20年度からは合併振興基金の造

成も開始しましたので、新たな積み立ては行わず、目的の事業に積極的に充当します。 
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（5）合併振興基金 

 合併に伴う地域の振興及び住民の一体感醸成のために行う事業に充てるための合併振興

基金の平成 24年度末残高は 7億 3,451万 6千円です。毎年度、合併特例債により借り入れ

た資金を積み立てています。当初の錦江町建設計画書どおり平成 26年度まで毎年 1億 5千

万円（合併特例債 1 億 4 千 250 万円、一般財源 750 万円）を積み増して、平成 27 年度以

降は新たな積み立ては行わず、目的の事業に充当することとします。（平成 26 年度末残高

見込み 約 10億 3千万円） 

 

（6）中山間ふるさと・水と土保全基金 

 中山間地域における土地改良施設の機能を適正に発揮させるための集落共同活動の強化

に対する支援事業に充てるための中山間ふるさと・水と土保全基金の平成 24年度末残高は

2,000万円です。条例により基金の額を 2,000万円としているため、現状を維持することと

しますが、目的達成のための大規模事業の財源が必要な場合は、全部又は一部を処分して

充当することとします。 

 

（7）地域福祉基金 

 高齢者の保健福祉の増進を図る事業に充てるための地域福祉基金の平成 24年度末残高は

3 億 320 万 8 千円です。条例により基金の額を 3億 320 万円としているため、現状を維持

することとしますが、目的達成のための大規模事業の財源が必要な場合は、全部又は一部

を処分して充当することとします。 

 

（8）荒茶加工場整備積立基金 

 荒茶加工場の将来にわたる施設及び設備の整備の費用に充てるための荒茶加工場整備積

立基金の平成 24 年度末残高は、7,357 万 8 千円です。平成 10 年度に整備した荒茶加工場

は、これまでこの基金を財源に設備の更新や建物の改修などを行ってきましたが、今後も

予想される設備の更新や建物改修等に備えて、毎年度、収益部分を積み立てることとしま

す。 
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6 財政指標目標値（平成 30年度決算） 

 

 財政の健全化を目指し、計画期間の最終年度となる平成 30年度決算における財政指標の

目標値として、次の 3点を設定します。 

 

（1）経常収支比率（発行可能額を算入した場合） 

 経常収支比率には、分母である歳入経常一般財源等に減収補てん債特例分及び臨時財政

対策債を加えた場合と加えない場合の２通りの算出方法があります。臨時財政対策債につ

いては、自治体ごとに発行可能額が決められますが、発行可能額以内であれば、財政状況

に応じて発行額を独自に決めることができます。ここでは臨時財政対策債については、発

行可能額を全額借り入れたものと仮定し、これを分母に加えた数値での目標を設定します。 

 

【分子】 

分子となる歳出は扶助費や繰出金の増加が見込まれます。町債の発行抑制による公債費

の減少や行財政改革の推進による経費の削減に努め、分子の減少を目指します。 

 

【分母】 

分母となる歳入は国の地方財政計画による影響が大きいものですが、町税の徴収強化な

どにより、町の努力により改善できる面もあることから、分母の増額を目指します。 

 

【経常収支比率】 

この手法により算出すると平成 24 年度決算では 86.3％で、類似団体の平成 23年度決算

と比較すると 3.0ポイント上回っています。 

数値としては 85.0％以下を目標とします。 
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（2）実質公債費比率 

 実質公債費比率は平成 24 年度決算では 11.6％で、類似団体の平成 23 年度決算と比較す

ると 0.6 ポイント下回っています。引き続き公債費の抑制を図り、数値として 10％以下を

目標とします。 

 

（3）将来負担比率 

 将来負担比率は平成 24 年度決算では数値なしとなっています。類似団体の平成 23 年度

決算をみると、約 40％の自治体で数値なしとなっています。引き続き充当可能財源を確保

し、現状維持を目標とします。 
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7 中期財政見通し（平成 26年度から平成 30年度） 

 

（1）基本的な考え方 

 財政見通しの推計方法については、平成 26 年度一般会計決算額をベースとして、平成

26 年度から平成 30 年度までの計画期間における歳入と歳出を見込んでいます。 

 

（2）推計条件 

①歳 入  

項目 推計条件 

町税 個人町民税は、平成 26年度から均等割額の改正による増収分及び高齢

化による所得割の減少分を勘案し推計。 

法人町民税は、過去 5年間の実績・試算結果をもとに推計。 

固定資産税は、各年度の課税標準額の推計を行い軽減・減免措置を控

除し推計。平成 27年度及び 30年度が評価替えのため、その減収要因

を加味した。 

軽自動車税は、原付・軽貨物自動車の減収を加味し推計。 

たばこ税は、売上本数の動向を加味して推計。 

譲与税・交付金 地方譲与税、交付金については、平成 24年度から平成 26年度の実績

を勘案して推計。 

なお、地方消費税交付金については、制度改正による税率等は確定し

ていないため反映させていないが、国調人口減少による交付額の減を

見込む。 

また、地方特例交付金については、平成 28年度から見込まない。 

地方交付税 平成 27 年度から合併算定替終了に伴う経過措置及び国調人口の減少

を加味して推計。 

特別交付税は普通交付税移行影響額（平成 28 年度：6％⇒5％、平成

29年度以降：5％⇒4％）を加味して推計。 

臨時財政対策債については、平成 28年度以降普通交付税に振り替えら

れるものとして推計。 

国県支出金 平成 28年度は、Ｈ24～26の平均額で推計。 

平成 29年度以降は、前年度比 1％減で推計。 
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繰入金 特別会計への事務費繰出金の精算分を勘案し、毎年度 3,000 千円で推

計。 

町債 各年度町債発行基準額の範囲内で、平成 28年度以降は、4億 5千万円

で推計。 

臨時財政対策債は、平成 28年度以降は普通交付税に振り替えられるも

のとして推計。 

その他 その他については、平成 26年度決算額を基準として推計。 

②歳 出 
 

人件費 職員数は職員適正化計画に基づき、給与、職員手当等は平成 26年度決

算と同額で推計。 

その他の人件費については、平成 26年度決算額を基本として推計。 

物件費 平成 28年度以降は、前年度比 2％減で推計。 

維持補修費 平成 28年度以降は前年度比 5％増で推計。 

扶助費 平成 28年度以降は、前年度比 3％増で推計。 

補助費等 平成 28年度は、過去の実績を勘案して推計。平成 29年度以降は、前

年度比 1％減で推計。 

公債費 既発行債は償還計画により、新規発行債については、町債ごとに各年

度の償還額を試算して推計。 

なお、新規発行条件は、借入利率 1.6％、条件等はこれまでの発行条件

と同様で推計。 

積立金 計上しない。 

繰出金 平成 27年度決算見込と同額で推計。 

投資的経費 平成 27年度以降 10億円で推計。 

その他 短期貸付 8,000千円を毎年度計上。 
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（3）財政見通し 

  一般会計歳入・歳出の財政見通し（平成 26年度から平成 30年度）  単位：千円 

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

6,891,492 6,346,052 5,840,032 5,726,323 5,606,768

個人町民税 179,017 175,981 174,863 173,989 173,119

法人町民税 36,870 35,607 35,251 34,898 34,549

固定資産税 312,832 304,971 301,921 298,902 289,935

軽自動車税 26,137 25,896 25,637 25,381 25,127

たばこ税 75,895 78,019 77,310 77,310 77,310

地方譲与税 66,384 67,083 67,083 67,083 67,083

利子割交付金 830 981 861 861 861

配当割交付金 2,367 800 1,161 1,161 1,161

株式等譲渡所得割交付金 1,613 1 1 1 1

地方消費税交付金 86,514 94,443 80,000 80,000 80,000

自動車取得税交付金 4,448 6,273 4,448 4,448 4,448

地方特例交付金 806 999 0 0 0

地方交付税 3,850,478 3,708,041 3,522,395 3,422,395 3,322,395

交通安全対策特別交付金 1,085 1,000 1,000 1,000 1,000

分担金及び負担金 66,453 36,630 40,096 40,096 40,096

使用料 74,885 82,090 74,885 74,885 74,885

手数料 5,879 5,754 5,703 5,703 5,703

国庫支出金 450,283 446,118 390,839 386,931 383,062

県支出金 558,364 488,954 529,892 524,593 519,347

財産収入 36,668 18,226 20,964 20,964 20,964

寄附金 884 5,305 0 0 0

繰入金 135,269 7,701 3,000 3,000 3,000

繰越金 70,336 92,086 0 0 0

諸収入 35,895 32,393 32,722 32,722 32,722

町債 811,300 630,700 450,000 450,000 450,000

6,793,462 6,402,861 5,981,742 5,973,182 5,891,278

人件費 1,014,968 1,028,774 994,459 1,007,290 1,012,119

物件費 626,120 653,418 640,350 627,543 614,992

維持補修費 43,179 51,213 53,774 56,463 59,286

扶助費 838,883 816,696 841,197 866,433 892,426

補助費等 705,626 728,020 691,515 684,600 677,754

公債費 1,251,440 1,176,880 1,089,020 1,059,426 963,274

積立金 190,009 56,003 0 0 0

繰出金 647,916 663,427 663,427 663,427 663,427

その他 8,150 8,151 8,000 8,000 8,000

投資的経費 1,467,171 1,220,279 1,000,000 1,000,000 1,000,000

98,030 △ 56,809 △ 141,710 △ 246,859 △ 284,510

歳　　　入

歳　　　出

歳入歳出差引  

 平成 27年度以降、累計で約 7億 2,988万円の収支不足が見込まれます。この収支不足を

解消するためには、経費削減や収入の強化、財政調整基金などの活用が必要です。 
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（4）基金の推移 

（単位：千円）

区分
平成25年度
決算

平成26年度
決算

平成27年度
決算見込

平成28年度 平成29年度 平成30年度

財政調整基金 1,589,857 1,532,255 1,523,097 1,431,387 1,274,528 1,110,018
減債基金 419,433 419,904 420,354 420,354 420,354 420,354
町有施設整備積立基金 354,325 354,539 354,810 354,810 304,810 254,810
地域振興基金 1,122,872 1,124,205 1,125,560 1,075,560 1,025,560 975,560
合併振興基金 885,279 1,036,238 1,037,414 1,037,414 1,037,414 1,017,414
中山間ふるさと水と土保全基金 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000
地域福祉基金 303,208 303,208 303,208 303,208 303,208 303,208
荒茶加工場整備積立基金 83,657 46,957 52,057 57,057 62,057 67,057
その他基金計 406,865 370,165 375,265 380,265 385,265 390,265
合計 4,778,631 4,837,306 4,836,500 4,699,790 4,447,931 4,168,421  

※基金残高は各年度末現在 

 

 基金の積み立てについては、その他基金（荒茶加工場整備積立基金）に毎年度 5,000 千

円の積み立てを見込んでいます。 

 基金の取り崩しについては、平成 26年度以降に見込まれる収支不足額を財政調整基金・

町有施設整備積立基金・地域振興基金及び合併振興基金から取り崩す見込みです。 

 なお、毎年度基金の運用から生じる利子などは計上していません。 
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（5）町債の推移 

（単位：千円）

区分
平成25年度末
決算

平成26年度
決算

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

一般公共事業債 280,030 223,953 185,650 150,314 123,175 99,715
災害復旧事業債 42,312 26,645 11,824 2,672 1,073 454
教育・福祉施設等整備事業債 86,982 74,884 62,347 49,353 35,885 21,925
一般単独事業債 1,755,421 1,651,139 1,440,022 1,167,692 926,289 714,110
辺地対策事業債 285,517 267,819 257,715 238,536 225,297 217,189
過疎対策事業債 2,683,022 2,605,839 2,570,714 2,603,656 2,679,955 2,801,419
国の予算貸付等 152,906 145,126 136,909 128,293 119,271 109,856
財源対策債 101,230 76,518 53,775 33,368 16,993 6,728
減収補てん債 2,579 1,290 0 0 0 0
減税補てん債 56,287 41,774 35,699 29,542 23,300 16,973
臨時税収補てん債 16,875 12,781 8,605 4,345 0 0
臨時財政対策債 2,652,125 2,641,947 2,540,689 2,333,484 2,125,320 1,916,183
県貸付金 1,400 934 467 0 0 0
合計 8,116,686 7,770,649 7,304,416 6,741,255 6,276,558 5,904,552  

 

 

町債の残高は、平成 28年度以降 4億 5,000万円程度の発行を前提にすると、年々減少し

ていきます。 

 町債の元利償還額（公債費）も平成 25年度をピークに減少していきます。 

 今後の発行についても、後年度に償還金の一部が基準財政需要額に算入されるような有

利な起債を中心に発行します。 


